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東亜新秩序声明の脈絡胸

　はじめに

　近衛文麿首相は1938年11月３日に出した第二次声明において，蒋介石政権に
「東亜新秩序建設の任務を分担」することを求めた。この声明は一見，年初に示
した蒋政権を「対手」にしないという声明を否定しているように見えるが，実
は汪精衛による傀儡政権の樹立を見込んだ新たな枠組みをつくろうとする宣言
であった。その延長線上に第三次近衛内閣の大東亜共栄圏論が位置することは
確かである。しかしどのように両者がつながっているかについての評価は割れ
ている。三輪公忠は，東亜新秩序声明を道義主義的な発想に基づいたものであ
るとし，権力主義的合理主義に立った大東亜共栄圏論との違いを強調する （１）。
それに対し安部博純は「＜東亜新秩序＞構想自体，すでに「道義主義的発想」
と「権力主義的発想」の合成物にほかなら」ず，両者の「同質性と異質性，連
続性と断絶性を統一的に把握しなければならない」とする （２）。ただ安部のいう
連続性は，大東亜共栄圏構想の発案者が岩畔豪雄陸軍省軍務局高級課員と堀場
一雄第一部第二課員であったという彼ら自身の回想に依拠して唱えられたもの
である （３）。その後関連するいくつかの新資料が公開され，新たな研究も発表さ
れたが，安部が提起した課題を深めるような分析は見当たらない （４）。
　そこで小稿では東亜新秩序声明に至る過程を再整理し，どのような脈絡にお
いて同声明が大東亜共栄圏論とつながっていたのかを点検する。そのため第一
に，廬溝橋事件直後から始まる和平交渉への動きと，それを挫折させた要素に
ついて探る。国務と統帥の対立という枠組みで整理されているトラウトマン工
作の失敗と第一次近衛声明の背景を考える。第二に，徐州作戦とともに漢口･
広東作戦に着手するなかで作成された「日支新関係調整方針」における各政治
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勢力の思惑を整理する。そこから引き出される対立を念頭に置いて，第三に，
日中戦争の終結構想との絡みでどのような東亜新秩序論が示されたかを検討す
る。

　一　「国民政府を対手にせず」声明

　１．トラウトマン工作

　近衛首相が1938年１月16日に戦争の相手国の中国国民政府を「対手」にしな
いと声明するまでの推移を国務と統帥の対立のなかに見る通説を大枠としては
支持する。ただその中身は単純ではない。とくに陸軍中央部（参謀本部と陸軍
省）が出先軍を統制できず，中央部内でも意思統一も出来なかったことは重要
である。近衛内閣の風見章書記官長は盧溝橋事件勃発から５日後の1937年７月
12日に石原莞爾参謀本部第一部長から，近衛首相が南京に行って蒋介石と直接
談判し問題を解決して欲しいとの電話連絡を受けた （５）。風見は，石原の提言に
対して，統帥部の不統制を内閣に依拠して解決しようとしていると反発し，こ
れを断った。近衛内閣運営の中心人物である風見は，以後陸軍を掣肘するため
に内閣の権限強化をはかる。
　参謀本部は対ソ戦準備に戻るために，出来るだけ早く和平に持ち込みたいと
考えていた。しかし軍事作戦の指揮権が統師権の独立のもとで天皇に直隷した
軍の独自の権限と認識されていたのに対し，和平を結ぶ権限は広い意味の外交
権であり，したがって首相や外務省の主管事項であった。大日本帝国憲法第一
三条には「天皇は戦を宣し和を講し及諸般の条約を締結す」となっており，天
皇大権の一部であった。参謀本部が和平を進めるためには，陸軍省の賛成を得
られない状況のなかでは，天皇大権に依拠して内閣を引きずる必要があった。
参謀本部が，大本営と大本営政府連絡会議を設置し，最終的に御前会議におい
て最高国策を決定するという段取りに賛成したのも，これらの経緯のなかでの
ことであった。
　ただ問題を単純に国務と統帥の対立のみに帰することは出来ない。対立の中
身は，諸政治勢力によって異なっており，翌年11月の東亜新秩序声明を視野に
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入れるとその違いが大きな意味を持つことになるからである。例えば出先軍で
ある関東軍と北支那方面軍である。植田関東軍司令官は1937年８月13日，参謀
総長と陸相に対し，蒋介石政権を「徹底的膺懲」すべきだとの意見を具申した。
「容共主義に誤られたる南京政権を屈服させる」か崩壊させて新しい政権に日本
の要求を認めさせる（つまり傀儡政権をつくる）ことが必要で，もしそうしな
かったら熱河作戦以来の轍を踏んでしまうと述べている。さらに８月21日，南
京で締結されたソ支不可侵条約に強く反発し，容共政策に深入りした南京政府
はもはや防共政策を是認しないだろうから，認識を根本的に改めて新しい中央
政権を作るべきだと進言した （６）。関東軍にとっては対ソ戦備の強化とともに，
蒋介石否認と傀儡政権樹立，反共と日独防共協定強化がセットになってこの時
点で認識されていたことがわかる。陸軍中央部は関東軍が華北に影響力を強め
ることを避けるため８月31日に北支那方面軍を編成したが，その北支那方面軍
は９月24日に作戦の当初の予定停止地点である保定を占領したあと石家荘や山
西省北部に進軍し，占領地に南京政府に代わる「北支政権」を樹立することを
上申することになる。とくに参謀本部支那課と陸軍省軍務課がこれを積極的に
支持し，12月14日に傀儡政権である中華民国臨時政府を発足させた。現地軍が
軍事的展開を先導させながら政治的決定に影響力を行使出来る立場に立ってい
た。
　それに対し陸軍中央部，とくに参謀本部作戦課は対ソ戦準備に復帰するため
に蒋介石政権との和平を早急に結ぶべく奔走する。12月１日，参謀本部案をほ
ぼ踏襲した「支那事変解決処理方針案」が大本営陸軍部案として示された。同
案は立案にあたった堀場一雄や高嶋辰彦によると，「東洋の道義文化を再建設
し亜細亜民族の復興を期すべきことを誓約し過去一切の相剋を清算し東洋平和
と互助共栄を図る」ことを締結方針とし，「従来より有する其在支利権は当時の
情勢に応じ之を支那に返還すべき用意あることを約」した点に彼らの意図を示
すことが出来たと考えられたようである （７）。しかし解決大綱では「交渉は日支
直接に之を行ひ第三国の干渉を許さず」と暗にトラウトマン工作を否定してい
るのであり，やはり国民政府を壊滅すべきであるとする参謀本部支那課や陸軍
省軍務課との妥協の産物であったと見るべきであろう。
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　蒋介石は，12月２日にトラウトマン大使に対し，華北の宗主権等に手を加え
ないこと，直接交渉ではなく必ずドイツを調停者として間に立てること，他の
条約に影響を与えないことを前提に，日本側の和平条件（11月２日広田外相通
知のもの）を講和条約の基礎として受諾すると伝えた。しかしさきの12月１日
付大本営陸軍部の支那事変解決処理方針案が，第三国の仲介を拒否し新たな権
益拡張的要求を盛り込んでいたことは，この段階で日本の側に蒋の和平提案を
受け入れる条件を欠いていることを意味した。陸軍は，南京陥落をにらみなが
ら12月６日には国民政府と講和する場合の要綱と，否認する場合の要綱が検討
され「案を得」た （８）。蒋介石の提案は12月７日のディルクセン大使と広田外相
の会談において初めて日本側に示されたが，席上広田外相は陸海軍の意見を聞
いてから返事することになるが自身の考えとしては軍事作戦が新たに展開して
いる状況ではかつての和平条件を基礎とすることは出来ないだろうと述べた。
　蒋の提案に対し，８日に陸軍省部首脳会議が開かれたが，その結論は「蒋は
反省の色見えざるものと認む，将来反省して来れば兎も角現在の様な態度にて
は応じられず，併し独逸大使迄には新情勢に応ずる態度条件を一応渡して置く
必要あり」とのことであった （９）。９日午前10時から閣議が開かれたが「拓相，
文相より蒋政権否認の意見」が出された。「結局南京陥落と同時に首相の声明あ
り，降伏すれば認めるも其れ以外なれば否認することとな」ったという （10）。南
京侵攻という軍事作戦展開の既成事実が，蒋介石と和平を結ぶためのほとんど
唯一ともいえる機会を流してしまった。広田外相はこの閣議決定を受けて，午
後１時半に天皇に内奏したが，高嶋中佐はこの案文が統帥事項にふれたものと
認識し内奏を押さえようとした （11）。しかし近衛首相や広田外相はこの処置を当
然内閣の輔弼事項と認識していた。彼らはむしろ参謀本部が内閣の外交権に介
入してきていると感じ，参謀本部の統師権を盾にとった独走を押さえるため退
役陸軍の実力者を閣内にいれて制肘することを意図することになる。近衛や広
田にとっては目前の戦果と権益獲得の可能性が問題であり，それを熱烈に望む
資本家や政党人や国民の期待に応えることに腐心していた。
　南京陥落後の12月15日午後に開かれた大本営政府連絡会議は，和平工作につ
いて「北支臨時政府の件は煩慮なく現中央政府と折衝するに決」した （12）。近衛



系23

東亜新秩序声明の脈絡胸

首相以下内閣側は，この会議をリードすることは出来ず，不本意な結論で妥協
したといえる。翌16日から初めて「事変対処要綱案」についての検討されたが，
第二案の「中央政府否認」について広田外相が反対し，多田次長，末次内相が
賛成するという展開となり結論は保留された。広田が反対したのは，内容につ
いてというより統帥部が勝手に立案したことに対する非難であったのだろう。
和平工作細目案については，「領土的野心なきこと列国の権益尊重」の文言をけ
ずった他は原案通り認められ，閣議決定後に御前会議にかけることになった。
末次はその後軍部出身の参議に同案を諮った。荒木貞夫や安保清種は，案が軟
弱過ぎるとしたが結局妥協し，なお「英米の権益に拘はり英米が邪魔すべし，
又国内に知れゝば国民が憤慨す，之を全部伏せて蒋が誠意を以てやる証拠を認
めたる後やつては如何」と述べた （13）。
　連絡会議での統帥部側の攻勢に対して，近衛首相は内閣での巻き返しをは
かった。『木戸幸一日記』には，16日夜「岸〔道三〕首相秘書官，紅葉館に余を
訪ね，首相の連絡会議の結末について閣議にて余より質問云ゝの希望を齎し来
る。中々面倒なる問題なり」との記載があり，近衛が閣議で木戸に連絡会議決
定案をつぶしてくれるよう依頼したことを伺わせる （14）。実際17日の閣議では
「連絡会議に参加せざる閣僚は皆軟弱なりとして反対」し，「勝者がかゝる詳細
なる条項を示して曰ふのは如何，北支に既成事実があるのに之を又曰ふのは何
故かといふ様な議論起」ったという （15）。大谷拓相は，この案では「国民及出先
軍に不満なきか」を質し，木戸文相も同案が蒋に「容れざれば国民はおさまら
ざるべし」と述べた。いずれも寛大な和平条件で収拾したら，国民が納得しな
いということを中心論点としている。有馬は「文相，拓相，逓相，鉄相等強く
反対し， 議纏まらず， 五時半過ぎ明日続行することゝして散会す…陸海軍大蔵の
弱腰が果して日本の国の為めによき結果となりたるや疑問なり」と日記に記し
た （16）。ただ閣議は空回りし，近衛首相は，案のとりまとめに嫌気がさしてほう
り出してしまう。結局21日午前の閣議でトラウトマンを介しての蒋への打診が
了解され，午後広田外相が内奏した。しかしこのとき決定された和平条件には
新たに経済協定の締結や賠償が加えられており，これを蒋が素直にのんで和平
のテ－ブルにつくことは予想しにくかった。22日に広田外相から新条件を受け
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取ったディルクセン大使は，中国側の受諾の可能性はほとんどないと語り，か
つ内閣はもう中国との交渉に期待していないと認識した （17）。

　２．「対手にせず」声明

　12月24日の閣議では，「今後は必すしも南京政府との交渉成立を期待せず…
右趣旨は適当の機会に之を中外に闡明す」との前文を盛り込んだ「支那事変対
処要綱（甲）」が決定された （18）。その内容には華北傀儡政権による広汎な政治指
導，経済開発が盛り込まれた。これは参謀本部作戦課に対抗する陸軍省軍事課
長の田中新一や川村参郎軍事課員が，傀儡政権を基盤にして華北の利権の保護
拡張を図るべく内閣と連携したことによるのであろう。木戸文相は翌25日に田
中らと「夕食を共にし，対支諸問題につき意見を交換」した。つまり参謀本部
作戦課は和平条件の連絡会議決定と内奏により一応蒋との交渉の命脈をつない
だと考え，引き続き連絡会議・御前会議によって最高国策を確定しようとした
が，陸軍省と内閣は，「支那事変対処要綱（甲）」を連絡会議での決定が必要で
あると知りつつ閣議決定として処理した。つまり既成事実を積み重ねておくこ
とで参謀本部の出鼻をくじいてしまおうとしたと見ることができよう。
　近衛首相は，この既定路線に乗って年が明けてから猛烈な巻き返しをはかっ
ていく。それが実は「国民政府対手にせず声明」に至る政治過程の主要な側面
であった。まず1938年１月４・５・６日と連続して木戸文相と会い「支那との
和平進展の問題について協議」した。６日，四相会議で「対独大使の支那側回
答期限を十二日限りとありしを十日頃迄と変更」した （19）。早く打ち切りたいと
の意思表示であろう。
　他方大本営陸軍部（参謀本部）は，処理方針を御前会議決定に持ち込むこと
に固執した。なぜなら御前会議決定であれば国の最高国策としての強制力があ
るが，でなければ外交事項に関するものであるとして内閣の専管として処理さ
れる可能性があった。広田外相が御前会議にいたる経緯を説明したところによ
ると，24日の閣議決定で和戦両様の備えが確定したのでその後の審議を「放置」
しておいたところ，「参謀本部側より，この際御前会議に於て日支国交調整に関
する不動の方針を確立し置き動もすれば覇道若は侵略的に走らんとする国内趨
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勢に対し予防方策を講じ置く必要ありとの趣旨を以て御前会議開催方熱心且執
拗に提議し」て来たので，それに応じたのだとしている。９日午後の臨時閣議
では，「和平絶望の場合に於ける態度につき午前中の大本営連絡会議の原案を
議」した （20）。高嶋は，「日支提携の大原則に関して内閣側との意見相違し字句の
上の遊戯に内閣は走りあり」との感想を持った （21）。
　ともかく妥協案が成立し，１月11日の御前会議で「支那事変処理根本方針」
が決定された。広田外相は12日夜ディルクセン大使に対し，「十五日迄に返事
がなければ帝国は自由自衛行動をとる」と述べた。それに対し参謀本部は，期
限を20日まで延ばすよう提案している。しかし15日を期限として閣議で新方針
を強行する気配が見えたので，大本営幕僚部側は少なくとも連絡会議にかける
べきであるとして，13日には「回答誠意なき場合の声明案」を作成した。陸軍
部は「本件を明日の閣議にかくるは過早にて害あり」と陸軍省に伝えている （22）。
また14日には許駐日中国大使に直接御前会議決定の和平条件を示すという「名
案」を編みだしている。しかしこの間内閣側，例えば末次内相は12日「陸軍の
弱腰に対し…しきりに憤慨して」いたし，木戸文相，広田外相も蒋否定でつっ
走ろうとしていたのであるからその流れを押しとどめることは困難であった。
14日の閣議では「外相独逸大使と会見，蒋は条件の内容をきゝたしとの事にて，
断然けることになり十六日には声明書を発表することに決」してしまった （23）。
15日，連絡会議を舞台として参謀本部側は許大使への直接提示案や持久戦争準
備が整わない点をのべて反対したが，近衛内閣倒閣の選択を迫られた多田次長
が最後には譲り，閣議決定の通りに決した。高嶋は「我には協定出来れば一番
よし出来ざれば内閣の総辞職位問題とならず」と述べたのであるが，その意が
通じず「大道廃れ正義正に地に」落ちてしまったと記している （24）。
　１月16日正午，「国民政府対手にせず声明」が出された。「相手」を「対手」
に代えたのは，一切交渉を断つというような強い表現を避け，よりやわらかに
したとのことであるが，少なくとも閣僚はこれで一切蒋を相手にしないと認識
していた。有馬は日記に，「蒋政権との絶縁の重大声明書発表あり，これで態度
ははっきりしたがさてこれから如何に進むべきか重大である」と記してい る （25）。
近衛は連絡会議で，蒋が二三か月中に日本側の条件を全部受け入れるといって
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も跳ねつけるのかとの軍令部総長の質問に対し「然り」と答えている （26）。木戸
も近衛も「中途はんぱで，敗戦国のやうな態度で講和に持ち込むことは出来な
い，経済もパニックになる」と考えていたのであり，和平を国内体制の安定の
枠組みでとらえていたことがわかる （27）。
　それに対し多田参謀次長は中国と長期戦を戦うことになると対ソ戦準備が事
実上出来なくなるとの危惧からこれに強く反対した。多田が連絡会議で譲歩す
ることにより決定されたあとも，高嶋等は近衛の上奏のまえに参謀本部から上
奏してこの決定を統帥の立場からくつがえそうと画策したが果たせなかった。
参謀本部には17日，国民政府側は和平についてなお乗り気であるとの情報がは
いった。高嶋は「内閣は少くも「脈なし」と判断せし点に於て重大なる誤断を
為せるものなるを以て其処に重責を負はざるべからず」と多田次長に意見具申
している （28）。「声明発表後国内一般に陰惨の空気満」ちていたという。
　他方この参謀本部側の空気については，例えば政界の黒幕浅原健三が有馬を
訪ねて，「参謀本部は今回の政府の決定に対し不満の由政府の方針に背反する
行動を探る」との情報をもたらした。有馬は「何という乱暴なるか」との感想
をもらした （29）。

　二　日支新関係調整方針と東亜新秩序声明

　１．日支新関係調整方針の作成

　国民政府の抹殺を意味する「対手にせず」声明を出した直後から，各政治勢
力の関心はいかにしてこの声明を修正するかに向けられた。というのはいくら
相手にしないといっても，実際に和平への段取りがつけられなければ戦争を終
えることは出来ないのであるから。近衛内閣は国民精神総動員運動を展開し，
国家総動員法を成立させて長期戦体制を作りつあったが，しかし国民がそれに
ついてゆかず，不満が昂じて反乱が起きることを常に恐れていた。国民に戦争
目的を納得的に説明すること，なるべく早く戦争を終結することが次第に近衛
の頭の中を占めるようになる。
　このような考え方は，近衛自身だけではなく，他の政治勢力にも等しく抱か
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れた。第一はいわゆる近衛ブレーンとしての牛場秘書官や岸秘書官，それに６
月に内閣嘱託として採用された尾崎秀実などである。彼らは，和平に向けての
政策立案とそのための働きかけを強めた。それと接するように精力的な立案作
業を進めていた昭和研究会も一部の立案作業を担った。
　他方近衛首相と接点を持つ大亜細亜主義的な立場のグループがあった。民間
人の大川周明，徳川義親，石原広一郎らはその一角を構成していた。彼らは反
英を鮮明にしていた。西欧中心の秩序に対してアジアを対置することにより，
中国との和平を急ごうとする。参謀本部のように対ソ戦準備にこだわるべきで
はないとする彼らの立場は，その限りにおいて海軍の思惑に合致した。海軍は
この時期楊子江一帯の守備や海南島進出を足掛かりにして自らの政治的基盤を
固め，北守南進へと国策の軌道修正をはかろうとしていた。
　これに陸軍の現地軍や陸軍省，参謀本部等の派閥的思惑が絡まりあって，和
平への動きは複雑な局面を伴いつつ混迷を深めていく。そんな脈絡のなかで11
月３日に出されたのが蒋介石をも相手とする第二次近衛声明（東亜新秩序声明）
であり，同月30日の御前会議決定「日支新関係調整方針」であった。その推移
をたどることにしよう。
　まず参謀本部は1938年１月30日に「昭和十三年以降のため戦争指導計画大綱
案」をまとめた。1940年にソ支二正面作戦が出来るような準備体制を作ること
を目標に，それまでは持久戦に徹するというものである。したがって「新興政
権は先ず蒋政権を誘致して之を翻意合流せしむるに努」めるとし，枢軸提携の
強化，対米親善の強化等の対外政策によって当面の二正面作戦の発生を防ぐと
していた （30）。
　２月４日，大本営政府連絡会議が開かれた。末次内相は「武力で四川に追詰
めなければ出来ないのではないか，漢口や広東をとることは常識で考えても判
るじゃないか」と積極作戦を主張した。多田次長は末次の質問に対して 「そんな
こと常識で判断されては困る， 軍備充実が不十分の結果なり」 と答えている （31）。
だがそもそもこの連絡会議が開かれた経緯は，１月29日の閣議の際に末次が
「参謀本部が御前会議の決定を守らぬ」と述べたのを受けて，「近く連絡会議を
開き速かに対策を定むることに相談一決」したからである （32）。２月16日に開か
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れた御前会議では，まず海軍から「今後空襲を容易ならしむる為には尠くとも
楊子江方面に於ては安慶，南支に於ては香港付近に飛行基地を獲得する必要あ
る」と述べた。陸軍は，対ソ戦を考慮して軍備に余裕を残すことが必要である
とし，香港・広東方面への兵力派遣を実行する考えはない，華中でも隴海線方
面までは進出するが徐州攻撃や安慶占領は「目下のところ考慮し得す」とつっ
ぱねた （33）。この御前会議では，先の参謀本部案の趣旨に沿った決定がなされ
た。そこで河辺課長は，２月末に，戦線を隴海線でとめるという御前会議決定
をもって，中国の各司令部を回った。しかし５月には新たに徐州作戦に着手
し，９月には漢口・広東へと戦線を拡大していく。戦面を拡大しないという方
針は事実上反古になっていた。
　他方堀場一雄らは，いかに中国との戦争を終わらせて対ソ戦準備を整えるか
が優先課題であると受けとめていた。戦争目的が中国における権益の獲得では
なく「東洋道義文化の建設」であることを示し，それが中国側に理解されれば，
和平への道が開かれると考えた。そこで４月に日支新関係調整方針を作成し
て，国策としての決定をはかろうとするが，「対手にせず」声明の推進役であっ
た陸軍省軍務課の川本に阻止されてしまったという （34）。堀場等の取り組みが再
開されるのは，板垣征四郎が陸相となり，その直後の６月に影佐禎昭が軍務課
長に就任した頃である。
　板垣陸相が五相会議に「日支新関係調整要綱」を提案したのは，８月５日で
あった （35）。ここではまだ「文章として極めて混雑しあるも事務当局の折衝に於
ては原案を尊重し原案に基き必要なる修正を加ふることと」した （36）。近衛文書
中の同要綱は８月15日付となっており，「八月十六日閣議で決定　風見官長」と
の書き込みがある （37）。五相会議では，陸軍案をもとに陸海外蔵の事務当局が必
要な加除をおこなうことを決定したのであろう。同要綱によると，日満支三国
は「東洋文化の再建を以て共同の目標と」し，中国が「満州国」を正式承認す
ることにより「東亜復興の理想下に新国交を修復す」とした。東洋道義文化を
基軸とした日中の連携という考え方が示されているものの，満州国の承認とい
う高いハードルも設定されている。同時に華北・蒙疆を国防上・経済上の日支
強度結合地帯とし，とりわけ蒙疆には軍事上・政治上の特殊地位を設定し，さ
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らに楊子江下流域を経済上の強度結合地帯とするものであった。これらの基礎
条件が満たされれば「日本軍隊は全般竝局地の情勢に即応し成るへく早期に之
を撤収す」としている。日支新関係設定のために締約されるべきその他の事項
として「作戦軍の逐次撤収」と「既得権益（租界，治外法権等）の返還」を
「考慮」していることが目新しい。
　しかし汪精衛工作が本格化し，同要綱が御前会議案に煮つめられていくなか
で，原案の骨子も修正されていく。そこでどのように修正されていったかをた
どるために，８月16日の閣議決定案（以下①と表記） （38），東亜新秩序声明が出さ
れる直前の10月29日付の陸海外蔵四省主任者案，及びそれに海軍当局者が書き
込んだもの（以下②） （39），11月21日付の同様の案（③） （40），11月30日の御前会議
で決定された日支新関係調整方針（④） （41）の四案を対比することにしたい。修正
内容を点検することで陸海外当局の拠って立つ立場をはかることが出来るから
である。
　まず第一に，基礎事項前文の「東洋文化の再建を以て共同の目標となし」と
いう部分が，②では「新東亜建設の理想の下に」と改められ，これを海軍省主
任者が「東亜新秩序建設の理想の下に」と修正していることがわかる。事務当
局作成文書のなかにはっきり「東亜新秩序建設」の用語が使われたのは，おそ
らくこれが最初であると推定される点でも，この修正は注目される。これが11
月３日の第二次近衛声明をへた③④では，「東亜に於ける新秩序建設の理想の
下に」となった。その指す内容がそれほど違うとは思えないが，ようするに堀
場的文言から近衛的文言へと修正されたことが，後に述べるように意味があ
る。第二に，同じく基礎事項として新たに「南支沿岸特定島嶼（南海島を含む）
に於ける特殊地位の設定（審議未決定）」が加えられた。②ではこの部分に「支
那沿岸特定地点」が書き加えられているが，③では元のままとなっており，備
考として「南支沿岸特定島嶼とは差当り厦門，東沙島，三竃島，海南島，四沙
群島」が含まれると記されている。同じく備考として海南島について「軍事上
の根拠地設定のみを考慮しあるも未着手なるを以て政治様式には触れす，之に
着手したる後は特別行政区域若くは自治区域とする海軍事務当局の腹案」で
あったという。陸軍の援蒋ルート遮断の思惑にかこつけて海軍の権益拡張的要



系30

胸人文科学研究　第129輯

求が盛り込まれたのが二つ目の特徴といえよう。第三に，中国の統治形態とし
て新たに「分治合作主義に則り内面指導す」が加えられたことである。暗に蒋
介石の国民政府との和平交渉を想定していた①案とは大きく隔たっている。華
北のかいらい政権の存在と汪精衛工作の進展が，このような結論を導きだした
といえよう。
　陸海軍の事務当局の間でもっとも鋭い対立点となったのは，共同防共の原則
と経済開発の原則であった。海軍側は前者について，陸軍の日支防共軍事同盟
締結等の共同防共方針を認めると「対蘇戦実行を方針的に容認することとなる
やの懸念」があるとして反対したが，そのまま認めることになった。代わりに
「共通の治安安寧維持のため楊子江沿岸特定の地点及南支沿岸特定の島嶼に若
干の艦船部隊を駐屯す」との項目が加わっている。経済開発については，陸軍
が日満の不足資源は華北と蒙疆で十分調達できるとし，企業化も容易であると
したのに対し，海軍はそれを「誤判断」と認識しつつも反論できず，結局華北
重点主義の開発方針が採用された。ただし海軍は，「中南支に於ても亦特定資
源の開発に付支那側より便益供与を獲得する方針を堅持せり」としている。四
省の事務当局会議で海軍の華中や南方への権益拡大的要求が正式の検討の対象
になったことは後の南進論の浮上とのからみで注意しておく必要がある。何故
ならここに伝統的な陸軍の北進論に対抗する意味での南進論が，日中全面戦争
の収拾策をめぐる陸海軍の戦略方針（対ソ戦か英米戦か）の選択というレベル
で浮上し，それが近衛首相との意図とは別の脈略で東亜新秩序声明の実質的内
容となったからである。
　このように当初の堀場案は陸軍内では修正を受けなかったものの，陸海外蔵
四省事務当局による修正によって形を変えていった。その修正の背景となった
ものが何だったかについて考えてみよう。第二次近衛声明のバックボーンとし
ての昭和研究会や近衛側近の風見書記官長や牛場・岸秘書官，尾崎秀実内閣嘱
託などの動向も重要であるが，これらについてはすでに多くの分析があるの
で，ここでは触れない。また石原莞爾などの東亜連盟論についても，とりあげ
ない。第一に，堀場ら参謀本部の戦略方針の変更について検討する。第二に海
軍自身とはいまだ接点を持たないものの，南進論浮上のひとつの起動力となる
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大川周明等の動きを追う。第三は国内体制との連関の問題であり，ここでは亀
井貫一郎らの近衛新党運動がどのようにかかわっていたかを展望しておく。

　２．陸軍

　1938年２月の御前会議決定とその伝達にもかかわらず，戦線は拡大していっ
た。陸軍中央部は新たな作戦を禁止したが，津浦戦沿線の治安維持を担当して
いた北支那方面軍の第二軍は警備のための積極作戦が必要であると判断し，２
月17日に独自の判断で済寧・嘉祥を占領した。３月初めには，中国側最精鋭と
見られた李宗仁軍などの軍隊大量投入に緊張感を高めた中支那方面軍が徐州攻
略を中央部に具申している。大本営は，作戦部長が河辺から稲田正純に代わっ
たこともあって方針を転換し，台児荘方面への作戦を認めてしまう。台児荘の
戦いで日本軍は敗北を余儀なくされ，これを大勝利と宣伝する国民政府への対
抗の思惑もあって４月に入り急拠漢口作戦を予定にいれた徐州作戦の実施を決
定した。戦線の不拡大方針は崩れ，４月から５月にかけて徐州作戦が，さらに
10月には漢口作戦と広東作戦が実施される。
　このような，なし崩しの戦面拡大に対応する戦略方針の修正，国策の修正が
必要になった。６月の内閣改造で陸相が杉山元から板垣征四郎に替わり，第一
次近衛声明の見直しと戦争終結に向けての方針の立て直しがはかられる。だが
板垣陸相が目ざしたのは，和平ではなかった。板垣陸相は就任後の６月17日，
近衛首相に戦争指導についての「依望」を提出した （42）。彼の入閣は，近衛にとっ
ては１月の「対手にせず」声明を修正することにあった。たしかに「依望」で
は，「若し蒋政権にして反省屈服の実を示して和平を求め来るに於ては之を清
浄改組し一地方政権として対処し新支那中央政権の傘下に結合せしむ」と述べ
ていて，同政権の壊滅を強調する考え方をとっていない。注目されるのは，そ
の裏づけとなる認識である。板垣は早期戦争終結を主張するが，そのためには
中国の「民族闘争を主義の抗争に誘導」することを第一義的課題とし，したがっ
て過大な要求を突きつけるのではなく華北を日本の勢力下に置き華中との経済
提携を促進するなかで中国を日本を中核とする「東亜連盟の有力なる一員とし
て更生せしむる」必要があるとした。それゆえ日中戦争は中国との戦争という
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より「事実上在支欧米勢力打倒の端緒」であり，「特に防共協定の強化と対米善
処とに依り蘇英を牽制し支那抗日政権の欧米依存政策を打破するを要す」るの
であった。つまり反英・枢軸強化・米国との中立関係維持という対外政策にお
いて，後に見る大川周明の「支那事変対処策」と軌を一にするものであった。違
うのはそれを反共「主義」で束ねようとしている点であった。これは７月３日
付の板垣「依望」をほぼ受け継いで作成された陸軍省試案の「時局外交に関す
る陸軍の希望」でさらにはっきり示される （43）。外交方針の基本は「防共枢軸の
強化」に置かれ，「世界的反共気運を醸成する為政府は有力なる対外宣伝機構を
整備す」ることも提言された。
　一方参謀本部第一部二課員の堀場一雄は，８月10日に「秋季作戦を中心とす
る戦争指導要領」（第二案）を，９月２日に「戦争終結に関する最高指導案」
（第三案）を作成した （44）。前者では，対ソ戦準備のために速やかに漢口・広東作
戦を遂行して「戦争終結の機を捕捉す」るとしている。また板垣陸相の「依望」
と同様に「日独伊提携を強化し本事変の終結に便すると共に我対（ソ）国際態
勢を有利ならし」め「在支英国権益の処理を密かに考究準備」するという新た
な対外的方針を示している点が注目される。後者では，戦争終結の時期を「年
内」と明記し，各月毎の指導方針を示している。その段取りとしては，９月に
日独伊同盟を締結して蒋政権を威圧し，10月から11月にかけて漢口・広東作戦
を実施して国民政府の中枢を破滅させた上で第三国の調停により和平に持ち込
むとしていた。また「蒋介石対手とせず」および「蒋下野」は方便であって本
質ではないとして，第一次近衛声明を修正した。他方「純粋戦争目的は皇国国
防圏の設定」にあるとした。「国防圏」という新しい論点が示された。作戦を担
当する第二課としては，このままでは対ソ戦準備が出来なくなるという強いあ
せりがあり，したがって短期戦によって中国との戦争を早く終え，今後三，四
年かけて「ソ」支二正面作戦の準備を整えようとした。安部博純が大東亜共栄
圏の捻出者として引用している岩畔豪雄の談話録では「堀場君が最初やりはじ
めたもので，それで二人であとから作ったものなんです。国防国策というもの
を作って，その中に大東亜共栄圏という考え方があるわけです」と述べている
が，この発言をそのまま受け入れることは出来ない。東亜新秩序声明の頃の堀
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場は，日支新関係調整方針の文言について「東亜新秩序建設なる字句は，戦争
指導当局の主張は，日支関係新建設の中心思想として東洋道義文化の再建と謂
ふにあり」と，あくまで「東洋道義文化」のレベルで捉えていた （45）。むしろ次
に述べる大亜細亜主義者や海軍の方が，この時期に大東亜共栄圏論に直接つな
がる認識と行動をとっていたことを見逃すべきではない。

　３．大亜細亜主義者

　陸軍の人脈のなかでとりわけ大亜細亜主義論の信奉者だったのは松井石根で
ある。松井は1933年月に発足した大亜細亜協会の会頭でもあった （46）。中支那方
面軍司令官を解任されて帰国後大川周明と接点をもった松井石根は，1938年７
月に近衛内閣の内閣参議に就任し首相に直言出来る立場にいた。近衛文書中の
「五相会議決定」の付箋には，松井の詳細なコメントがついているので，その考
え方を逐次追うことが出来る （47）。
　そもそも五相会議は，１月の近衛声明にいたる対外政策決定が大本営や大本
営政府連絡会議，御前会議にふりまわされ，内閣独自の指導性が発揮できな
かったという反省から，内閣側のヘゲモニーを奪回するために企図されたもの
であった （48）。まず６月24日の五相会議決定「今後の支那事変指導方針」は「本
年中に戦争目的を達成することを前提とし」第三国の橋渡しを了としていたが，
松井は付箋に，戦争終結のためには「我国か英仏諸国に妥協的態度を持する間
は支那の排日は遂に止むことなかるへし」と記しており，英仏と国民政府は分
離不可能なものと考えていたことがわかる。つぎに７月８日決定の「支那現中
央政府屈服の場合の対策」で国民政府の合流・参加を盛り込んだのに対し，国
民政府はあくまで一旦解消することを条件とすべきであるとしている。つまり
「目下の日支時局の責任は其国民党の主義政策に起因するものなるを以て其責
任上国民党は一層之を解消せしめさる可からず」という。また７月15日決定の
「支那新中央政府樹立指導方策」では参謀本部の堀場らの認識にもとずき「大乗
的見地に於て善隣たるの基礎を確立」すること盛り込んだが，松井は「東亜の
振興，亜細亜民族の復興を根本政策とすることを定めしむるを緊要とす，単な
る親日，反共のみをなすならは真に漢民族をして既往の政策より脱却せしむる
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こと難かるへし」としている。ただし７月19日付「支那政権内面指導大綱」の
方針で「東洋文化を復活して指導精神を確立し恩威を併に用ひて一般漢民族の
自発的協力を促す」と述べた点については，「大体同意」と記している。松井は
付箋に，何を「日支提携実現の基本的主義となすや　大亜細亜主義？」と付記
している。
　松井が近衛首相に提出した「事変善後処理要領及支那再建試案大綱」があ
る （49）。ここでは建設大綱として「東洋的道徳文化の復興と亜細亜的共同意識の
鼓吹を以て思想文化政策の基調とし，共産主義，自由主義，個人主義乃至三民
主義の弊害を訓ふると共に，全体主義的世界人生観と新しき民族主義を作興す
ることを本旨」とした。大亜細亜主義と全体主義的世界人生観の立場から英仏
に対抗することを目ざしていたことがわかる。
　次に松井石根を陸軍側の自分に近い人脈としていた大川周明の認識を大川の
日記と徳川義親の日記に即してたどろう。大川は２･26事件に関係して獄中に
あった1936年８月18日の日記に「北守南進が国策の常道なることは，人皆な之
を知る…予は下獄に先ち経綸の大綱を徳川候以下の同志に告げ予の留守中に執
るべき方針と仕事とを定めて来た」と記した （50）。大川は下獄後，近衛首相を基
軸とした政界工作を開始した （51）。1938年１月25日に徳川義親の家を訪れ，中支
那方面軍司令官の松井石根を紹介してもらう手はずを整えた。２月８日，大川
は石原広一郎とともに徳川邸を訪問し，大川の南京からの帰国報告として，「松
井大将の立場に同情し」「改革（軍）を要する」と述べた。徳川はこれを聞いて
「粛軍の必要を痛感」したという （52）。
　ところで大川は，この時ひとつの「支那事変対策」（1938年１月11日稿）をもっ
ていた。この案では，広東・漢口を占領後すみやかに武力戦を終結すること，
国民政府を否認し臨時政府を中央政府に発展させること，したがって華北五省
に特殊政権を樹立せず察哈爾，綏遠から山東，上海，広東，海南島に至る中心
地域を日支共同統治地区とするとしている。また当面中国からイギリスの勢力
を出来るだけ退却させるとともに，「将来英国をして支那より全く退却の余儀
なからし」める。他方日独伊防共を強化するが，アメリカとは中立策をとりク
レジットを設定するとしている。すなわち反英・枢軸強化・米との中立という
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国際関係を描いていたのである。この考え方に沿った人物を集め，行動するの
が彼のこの時期の課題となる。一緒に行動していた石原広一郎にしても，例え
ば２月３日条の「徳川日記」には，イギリス大使クレーギーに石原を紹介した
が，イギリス側は彼を反英論の急先峰と見ていたと記している （53）。この頃から
彼らは頻繁に会合を持つようになる。「徳川日記」によると，まず２月28日に
「国民の精神的指導をなさんとする」倶楽部の集まりが徳川邸で持たれた。これ
には大川，徳川のほか，石原広一郎，建川美次，天野辰夫，本間賢一郎ら十二
人が参集している。４月11日の会には，徳川，大川，天野，本間に加え外務省
の白鳥敏夫が出席し，会名を大和倶楽部とした。以下５月16日「十時より大川・
安井・白鳥・斎藤・太田・笠井の諸氏にて来月八日の例会の事を極める」。６月
８日「六時より学士会館にて大和クラブ来会者二十五名，大村一蔵氏の石油国
策の話しあり，石原氏と途中神保町まで同行する」。６月11日，「築地の瓢亭に
大川君に招かれる。板垣中将（大臣），白鳥敏夫，実川時次郎，和知大佐，安井
英二，石原広一郎の諸氏，板垣の就任の祝なり，石原氏を送りて帰る」 （54）。この
ような会合を通して，大川構想の実現に向けて一歩踏み出すことが出来ると感
じられたようである。実際内閣改造により板垣が陸軍大臣となり，内閣参議の
松井石根，末次信正らとともに近衛内閣で影響力を行使出来る立場に立った。
　『西園寺公と政局』には，板垣陸相の白鳥外務次官起用案，近衛首相の建川美
次満鉄総裁案，大川周明の外務省若手連名書持参の白鳥次官推薦など人事面で
の積極的な働きかけが報告されている （55）。宮中グループも彼らの影響力を懸念
していたことがわかる。
　他方面の工作も確認出来る。６月25日には木戸厚相を交えての会合が持たれ
ている。「徳川日記」によると，「六時より木戸厚相，大川周明，東条英機陸軍
次官，白鳥敏夫，安井英二氏を招き話す，時局談」と記されている （56）。『木戸日
記』には「午後六時，目白の徳川義親候邸に赴く。大川周明氏，東城次官，白
鳥敏夫氏，安井英二氏等と同席にて，晩餐の饗応を受け，時局等につき隔意な
く意見を交換す。十時辞去」と記されている （57）。また７月12日と８月5日には，
松井石根，小野寺長次郎主計総監と徳川，大川が会っている。９月26日，徳川
は石原広一郎を久原房之助に紹介した （58）。
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　その内容から大川周明が近衛に示した事変収拾案であると推定される10月27
日付の「転換期に於る事変対策」がある （59）。同案は，作戦を漢口・広東攻略で
ひとまず打切り，「速かに海南島を攻略して対支戦略的地位を強化すると共に
英米仏に対し不退転の決意を示す」ことを根本方針としている。対英対ソ戦準
備を速成するが，英ソとの衝突はなるべく避け，日独伊防共協定の強化により
英ソ仏を牽制し，アメリカと親善関係を保ち，適当の機会に九か国条約を廃棄
するとしている。さきに検討した陸海外四省主任者案｢日支新関係調整方針」の
修正部分に符合する。内政に関しては，「挙国一致の戦時体制を実現すへき一
大国民組織の結成」をはかるとした。１月に大川が作成した「支那事変対策」
と大筋で変わらないが，海南島攻略や一大国民組織の結成が加えられるなどよ
り具体的になっている。この日の「大川日記」には，池田蔵相に専任外相とし
て白鳥を推薦した件が記されているが，同時に「予の対支策」として「近き将
来に於て日本が自発的に和平を中外に声明し，之によって国民政府の結束を破
ること，之と同時に多量の貨物を支那に貸付け之によって復興の実を挙げる端
緒とすること」としている （60）。大和倶楽部に結集する人脈を内閣に送り込んで，
この案の実現を図ろうとしたようであるが，必ずしも順調だった訳ではない。
「徳川日記」によると，10月５日，赤坂喜町に出来た大和倶楽部の新邸で大川・
大村・天野・石原らと話し合った。徳川は10月11日，26日，11月16日，30日に
大和倶楽部に顔を出したが，とりわけ16日は「八田嘉明氏拓相に栗原氏東亜局
長に新任の祝賀会」であり，23人が参集した （61）。　11月14日付「大川日記」に
は，近衛が首相を辞めては困るとし「ここ数個月の間に同志が直昆のむすびを
固くし終るまで現内閣を続けるのが最上策と考える」と記している。また12月
25日には，板垣陸相に対して「予の観るところでは，日支事変の紛糾は，今や
英露両国を敵として戦ふ覚悟を決めなければ断じて解決の途なきに至った。そ
れ故に国内の一致，政府の強化は焦眉の急である」と語ったという （62）。
　なお1939年２月20日付日記には「二月に入りて海南島占領のことに決定せり
と聞き欣書無上」と記している （63）。第一次近衛内閣の倒壊とともに近衛を通し
た政界工作はついえ去ったのであるが，なお海南島の占領という彼らの意図が
実現したことを喜んだことに示されるように，彼らもまた東亜新秩序声明の影
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の主役であった。

　４．一国一党論

　1938年９月以降，近衛新党結成の動きが表面化していた。板垣陸相の進言も
あって近衛自身が，日中戦争の終結と国内態勢の動揺打開のための新党構想に
積極姿勢を示したためである。新党構想とは，秋田，秋山，久原房之助，麻生
久，亀井貫一郎等による一国一党構想である。周辺に政友会の小川平吉，真崎
甚三郎らが呼応しそうな形勢となっていた。近衛にとってこの新党構想は，日
中戦争をどのように終わらせるかという問題に密接に絡まりあっていた。近衛
はいくつかの私的ルートで和平構想作成を依頼していたが，そのひとつの窓口
が牛場秘書官を通した亀井グループであった。亀井から近衛に宛てられた二通
の書簡がその間の事情を語っている （64）。９月20日付によると，亀井は依頼の趣
旨がもうひとつのみこめないとしながらも，直接には東亜経済ブロックの経済
政策要綱をまとめることで応えている。だが漢口作戦を控え「同志を動員して，
東亜共同体の理念の基礎と右の見地よりせる日支事変の歴史的階梯の分析」を
させたという。同志とは雑誌『解剖時代』を主宰していた杉原正己，義弟で同
雑誌に鎌倉一郎のペンネームで毎号のように執筆していた大蔵官僚の毛里英於
菟，外務省革新官僚の矢野征記，その他「厚生陸海軍少壮官吏」であった。９
月29日付では「事変最終打結の方式」やそれに対応する「日本の新国家体制と
国民の再組織」「世界の新経済体制」について検討が加えられ，それらは昭和研
究会の中核である佐々弘雄，笠信太郎，国策研究会のメンバーと連携したもの
となっていたという。ここでの結論は三つに整理できる。第一は，日中戦争の
終結方法である。中国側の抵抗の源泉はナショナリズムであるから，同じ平面
では調整不能なので「より高次の面に於て立体的に即す世界の新秩序の位置単
位としての東洋の部面に於て双方のナショナリズムを吸収しつつ，その一単位
を，東亜一体，東洋協同体乃至共生体に完成」し，共同立法により運営される
「超国家体」が構想された。第二は，それを実現するための推進力の結成であ
る。それは文化国家，国防国家，法制国家をつなぐ総動員の実体としての一国
一党の新党である。第三は，その新党の指導精神であるが，デモクラシーでも
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なく独裁でもなく，「指導者と組織による運用」である「指導者原理」に求めら
れた。キーワードは「世界の新秩序」「一国一党」「指導者原理」であった。
　近衛文書中に「事変の最終処理方式　共同宣言案」という日付不明の文書が
残されているが，その内容から亀井等が作成し近衛に提出した案であると推定
される （65）。共同宣言案は，国際資本主義秩序と共産主義的秩序に対抗するの新
しい世界秩序の建設をとなえ，この「新しき東亜の秩序及発展は，他の世界に
対する侵略に非ず，又無制限の拡張に非すして，民族の凝固であり，純化の発
展である」としている。また「世界との関係は一つにこの民族結合体とそれと
の平等と公正なる原則のみにより支配せらるへきである」と，世界における東
亜の生活圏の正当性を述べている。英米中心の旧秩序への反逆，それまでの国
際法は守らなくてもよいとする論理，「東洋共同体」を目指すことにおいて亀井
の認識に一致している。亀井は1939年７月に「東亜新秩序と国民再組織」を発
表した。自由主義秩序の崩壊のなかで大陸協同体の発展をはかるのが東亜新秩
序であり，そのためにナチスにならって国民再組織を実現しなければならない
としている （66）。亀井は事実上大川周明の構想を内政面で支え，リンクさせる立
案と行動を担っていたといえる。これらは英米中心の帝国主義的旧秩序に新秩
序を対置するということにおいて領土再分割という旧来の考えに沿ったものだ
が，その実現のために国民を一元的に動員する新組織（形式的には第二次近衛
内閣で大政翼賛会として成立）をセットで構想することにより，ナチスに似た
旧体制からの飛躍をめざしていたといえよう。

　おわりに

　第一に，東亜新秩序宣言までの国務と統帥の対立のディレンマは，つぎのよ
うに整理できよう。近衛首相らは関東軍･北支那方面軍が蒋介石否認と傀儡政
権樹立にひた走ったのを見て統帥部不信におちいり，内閣の権限強化をはかっ
た。しかし和平を結ぶ権限を持つ内閣側は交渉推進能力を欠いており，内政上
の判断に立ってトラウトマン工作を拒否し，交渉の相手方を否定してしまう。
内閣側の攻勢の流れのなかで，対ソ戦準備に専念したい陸軍統帥部は新たな軍
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事作戦と汪精衛の傀儡政権樹立による戦争終結を模索せざるを得なくなった。
　第二に，東亜新秩序声明の大東亜共栄圏論への連続性をもっとも象徴してい
るのは，「日支新関係調整方針」案作成過程で「東洋文化の再建」を「東亜新秩
序建設」に置き換えたのが海軍省主任者だったことである。その文言の背後に
は「南支沿岸特定島嶼」を拠点とする海軍等の南進要求があった。近衛首相周
辺の大亜細亜主義者は，それらを強く支援した。1939年２月には海南島に日本
軍が上陸し，３月にはスプラトリー諸島を日本の領土であると宣言するに至
る。東亜新秩序論には，すでに南進国策の推進の意味が含まれていた。
　第三に，東亜新秩序声明にまつわる論理については風見章書記官長を中心と
する近衛側近のブレーンの役割は大きいが，政治的には大亜細亜主義者グルー
プの役割も重要である。東亜新秩序論は三木清など昭和研究会グループの東亜
協同体論との関連で論じられることが多いが，小稿で検討した板垣征四郎，松
井石根，大川周明，亀井貫一郎など大亜細亜主義論者の動向を改めてきちんと
位置づけておく必要がある。
　なお第四に，反蒋･防共論に立った現地軍の動向を受けつつ，陸軍中央部は東
亜新秩序声明に機を接して日独防共協定強化交渉を開始し，かつ蒋介石を支援
するイギリスへの対抗を強めていくのであるが，この問題をめぐっては別稿で
検討したい。

（注）

茨　三輪公忠「「東亜新秩序」宣言と「大東亜共栄圏」構想の断層」（『再考･太平洋
戦争前夜』創世記，1981年）196-231頁。
芋　安部博純「＜大東亜共栄圏＞構想の展開」（『北九州大学法政論集』16巻３･４
号，1989年）94-96頁。

鰯　同前「＜大東亜共栄圏＞構想の形成」（『北九州大学法政論集』16巻２号，1989
年）127-132頁。
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允　東亜新秩序論をめぐっては，酒井哲哉「東亜新秩序の政治経済学」（『国際政治』
97号，1993年），堀正清「東亜新秩序建設の思想と現実」（『西南学院大学法学論
集』25巻２･３合併号，1993年）のほか，昭和研究会や三木清，尾崎秀実などに関
する多くの研究がある。政治外交史については，加藤陽子「昭和12年における政
治力統合強化構想の展開」（『史学雑誌』96巻８号，1987年），戸部良一「｢対手ト
セス｣声明再考」（『外交時報』1236-1237号，1987年）などがあり，最近では，劉
傑『日中戦争下の外交』（吉川弘文館，1995年），服部聡「有田八郎と東亜新秩序」
（『戦間期の東アジア国際政治』中央大学，2007年）などがある。
印　「風見章手記　第一次近衛内閣時代」（『風見章日記・関係資料』みすず書房，2008
年）24頁。
咽　関東軍司令官「時局に関する意見具申」（『現代史資料９日中戦争２』みすず書
房，1964年，以下『現資９』と略記）27-28頁。

員　「支那事変解決処理方針案」（同前）51-52頁。「大本営陸軍参謀部第二課（第一
班）機密作戦日記」1937年12月１日条（『変動期の日本外交と軍事』原書房，1987
年所収，森松俊夫解題，高嶋辰彦執筆，以下「機密日記」と略記）239頁。
因　前掲「機密日記」1937年12月6日条，239頁。
姻　同前，1937年12月８日条，239頁。
引　「有馬頼寧日記」1937年12月10日条（国会図書館憲政資料室所蔵，以下「有馬日
記」と略記）。
飲　前掲「機密日記」1937年12月９日条，239-240頁。
淫　同前，1937年12月15日条，241頁
胤　同前，12月16・17日条，241-242頁。
蔭　『木戸幸一日記』上巻（東京大学出版会，1966年）1937年12月16日条，610-611
頁。
院　前掲「機密日記」1937年12月17日条，242頁。
陰　前掲「有馬日記」1937年12月17日条。
隠　これら一連の経緯については，江口圭一「日中戦争の全面化」（『岩波講座日本
歴史』），臼井勝美「日中戦争の政治的展開」（『太平洋戦争への道』朝日新聞社，
1963年）など参照。
韻　「支那事変対処要綱（甲）」（『昭和社会経済史料集成』５巻，大東文化大学東洋
研究所，1983年）113-120頁。

吋　前掲「機密日記」1938年１月６日条，246頁。
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右　前掲「有馬日記」1938年１月9日条。
肝　前掲「機密日記」1938年１月10日条，247頁。
艦　同前，1938年１月13日条，249頁。
莞　前掲「有馬日記」1938年１月14日条。
観　前掲「機密日記」1938年１月15日条，251頁。
諌　前掲「有馬日記」1938年１月16日条。
貫　前掲「機密日記」1938年１月15日条，253頁。
還　『西園寺公と政局』（岩波書店，1951年）208頁。
鑑　前掲「機密日記」1938年１月17日条，256頁。
間　前掲「有馬日記」1938年１月17日条。
閑　「昭和十三年以降のための戦争指導計画大綱案」1938年１月20日（堀場一雄『支
那事変戦争指導史』時事通信社，1962年）143頁。
関　前掲「機密日記」1938年２月４日条，260頁。
陥　前掲「有馬日記」1938年１月29日条。
韓　「大本営御前会議」（「外務省文書MF，WT46-IMT357」所収）
館　前掲，堀場一雄，196頁。
舘　日支新関係調整方針の立案過程については，戸部良一「｢日支新関係調整方針｣
の策定」（『軍事史学』24巻３号，1984年）が詳細に考証している。
丸　「日支新関係調整要綱」（「高木資料１　諸意見申合並戦争指導」，防衛庁戦史部
図書館所蔵）。
含　「日支新関係調整要綱　８月16日閣議決定」（近衛文書３C-30，所収）。
岸　「日支新関係調整要綱」（同前）
巌　「日支新関係調整要綱　10月29日付，陸海外蔵四省主任者案」（『昭和社会経済史
料集成』６巻，大東文化大学東洋研究所，1984年）224-227頁。

玩　「日支新関係調整要綱　11月21日付，陸海外蔵四省主任者案」（前掲「高木資料
１」）。
癌　「日支新関係調整方針　御前会議決定」（『日本外交年表竝主要文書』下巻，原書
房，1966年）405-407頁。

眼　「支那事変指導ニ関スル説明」（『太平洋戦争への道』別巻資料編，朝日新聞社，
1963年）262頁。「近衛文書」（３- C22）所収。
岩　陸軍省「時局外交ニ関スル陸軍ノ希望」（前掲『現資９』）263-265頁。なお近衛
文書中の同資料には，同案が板垣陸相の「依望」をほぼ受け継いで作成した陸軍
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省試案であると記されている。
翫　参謀本部第一部第二課「秋季作戦を中心とする戦争指導要領」（８月10日付，第
二案），同「戦争終結に関する最高指導案」（９月２日付，第三案）（同前）273-
277頁。
贋　前掲，堀場一雄，207頁。
雁　『大亜細亜主義』1938年８月号（80頁）には「松井会頭内閣参議就任」の記事が
掲載されている。同会の評議員には近衛文麿，広田弘毅，末次信正，松岡洋右ら
が名前を連ねている。
頑　「五相会議決定事項　松井大将より附箋し来るもの」（「近衛文書」３C-25）。
顔　天皇が近衛を呼んで大本営と政府の考えを調整するために連絡会議を開いたら
どうかと述べたのに対し，近衛は「連絡会議より五相会議を開いて，だんだん事
柄を片付けてゆきたい」と返答した。（『西園寺公と政局』７巻，岩波書店，1952
年） ８頁。

願　「事変善後処理要領及支那再建試案大綱」（「近衛文書」６C-72）。
企　『大川周明日記』1936年８月18日条（岩崎学術出版社，1986年，以下「大川日
記」と略記）156頁。
伎　同前，1938年２月８日条，158頁。
危　大川周明「支那事変対策」（前掲『現資９』）106頁。
喜　「徳川義親日記」（以下「徳川日記」と略記）1938年２月３日条。
器　同前，「徳川日記」，1938年２月28日，４月11日，５月16日，６月８日，６月11
日各条。
基　前掲『西園寺公と政局』７巻，13-14，29-30頁。
奇　「徳川日記」によると，1938年６月25日に木戸厚相を交えての会合が持たれてい
る。
嬉　『木戸幸一日記』下巻（東京大学出版会，1966年）1938年６月25日条，654頁。
寄　「徳川日記」1938年７月12日，８月５日，９月26日各条。
岐　「転換期ニ於ル事変対策」（昭和十三年十月二十七日）（「近衛文書」６C-57）。
希　前掲「大川日記」1938年10月27日条。
幾　「徳川日記」1938年10月11日，10月26日，11月16日，11月30日各条。
忌　前掲「大川日記」1938年11月14日付
揮　同前，1939年２月20日条。
机　「亀井貫一郎発近衛文麿宛書簡」（『亀井貫一郎氏談話速記録』1970年，所収）
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１-10頁。
旗　「事変の最終処理方式　共同宣言案」（「近衛文書」９C-151）
既　亀井貫一郎「東亜新秩序と国民再組織」（『東亜新秩序と国民組織の問題』（国策
研究会，1938年，所収）７-27頁。




